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平素から、佐賀市農業委員会の活動に対しましては、格別の御理解

と御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

また、平成３０年７月の西日本豪雨による農業被害への復旧支援等 

につきましては、迅速に対応していただき、心から感謝申し上げます。 

着実に復旧事業が進んでいると感じているところです。 

このような中、本年８月末、佐賀県を中心とした九州北部は、再び

記録的な豪雨に見舞われ、河川の氾濫などにより尊い人命が奪われま

した。 

佐賀市においても、道路や住宅などの生活基盤にも被害が出ており

ます。 

さらには、冠水や土砂流入に伴い、農地や農作物などにも大きな被

害が出ているところです。 

現在、国や佐賀県、佐賀市におかれましては、昨年の豪雨災害への

復旧支援に加え、今回の豪雨災害への復旧支援にも全力で取り組んで

いただいておりますが、引き続き、迅速かつ手厚い支援を賜りますよ

うお願いします。 

さて、本農業委員会は、農地法等の規定に基づく許認可業務をはじ

め、「担い手への農地利用の集積」や「遊休農地の発生防止・解消」、

「新規参入の促進」に重点を置き、農地利用の最適化を推進していま

す。 

こうした中、地域農業者からは、農業所得の向上を含む農業経営の

安定化を求める声をはじめ、特に、担い手不足による遊休農地の増加

など、近い将来、地域の農業・農村が危機的な状況になることを危惧

する声が多数あります。 

このため、佐賀市と本農業委員会は、これからの佐賀市の農業・農

村のあるべき姿を見据え、これらの課題解決に向けた取組みを互いに

協力しながら実行していくことが重要であると考えます。 

つきましては、農業委員会等に関する法律第３８条第１項の規定に

基づき、次の項目について意見書を提出します。 
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              記 

 

１ 担い手の育成と確保について 

２ 農業経営の安定化について 

３ 農業生産基盤の整備と保全について 

４ 有害鳥獣被害防止対策の強化について 

５ 活力にあふれた農山村の形成について 

 

令和元年９月２７日  

佐賀市長 秀島 敏行 様 

佐賀市農業委員会会長 坂井 夫 
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１ 担い手の育成と確保について 

現在、地域の農業・農村においては、農業従事者の高齢化や農業後

継者の減少、新規就農者数の伸び悩みなどにより、担い手不足が喫緊

の課題となっている。 

このような中、新たな担い手が増加しない要因のひとつとして、農

業所得の伸び悩みがあり、また、一般市民や一般企業等への新規就農

や新規参入に係る支援内容等の周知不足も、新たな担い手が増加しな

い一因と考えられる。 

佐賀市では、国の施策に従い、安定的な担い手確保に向けた対策の

ひとつとして集落営農組織の法人化を推進されているが、多くの組織

においては、農業従事者の高齢化の進展や法人化後の経営面への不安

などから将来への展望が描けずに、法人化への一歩を踏み出せていな

いのが実情である。 

このため、農業・農村の持続的な発展と農地の保全に向けて、本農

業委員会としては、担い手の育成と確保が重点的に取り組むべき課題

であると認識している。 

以上のことから、次の施策の充実等をお願いする。 

 

（１）農業への意欲が増す農業所得向上のための施策の充実 

（２）新規就農に係る支援内容や成功事例などの周知活動の強化 

（３）集落営農組織の実情把握と各組織に応じた支援の充実 
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２ 農業経営の安定化について 

市内農業者の農業経営については、農産物の価格低迷に加え、近年の

農業生産資材価格の高止まりなどから農業所得が伸び悩む一方で、農業

機械の導入費用や老朽化した農業用施設の改修費用などの経費が経常

的に発生し、依然として農業経営は厳しい状況にある。 

このため、高品質・高付加価値な売れる農産物の生産・販売の推進や

先進技術導入の促進、６次産業化の推進などを行い、農業経営の安定化

を図ることが重要である。 

以上のことから、次の施策の推進等をお願いする。 

 

（１）付加価値の高い売れる米・麦・大豆づくりの推進 

（２）農業機械の導入に関する補助事業において、面積や法人化等の 

要件緩和に向けた国・県への要望活動の強化 

（３）付加価値の高い園芸作物の生産に向けた取組みの推進及び施設 

整備への支援 

（４）ドローンなどの先進技術による作業の効率化を図るための機械 

導入等への支援 

（５）農産物の付加価値を高める６次産業化の推進 
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３ 農業生産基盤の整備と保全について  

佐賀市では、圃場整備事業から３０年以上経過した農地が多数あり、

農業生産基盤のうち、農道や農業用水路、揚水ポンプ、送水管、暗渠排

水等の農業用施設の老朽化が進んでいる。 

これにより、田面排水機能が低下して農産物の減収などが生じ、また、

農業用水路に設置された木柵等が破損するなど、農地の適正な保全や農

作業の危険性が高まっている。 

このため、国・県による水路改修事業等に加え、地域においても、多

面的機能支払交付金などを活用して農業生産基盤の整備と保全に努め

ているが、施設の老朽化に改修が追いついていない状況である。 

また、受益者負担を伴う事業経費については、農業経営の負担となっ

ている。 

このため、今後も引き続き、国や県、市の更なる支援が必要である。 

以上のことから、次の施策の取組みの強化等をお願いする。 

 

（１）農作業の安全確保及び大雨時の排水対策を視野に入れた農業用 

施設の改良・改修の取組みの強化 

（２）国営・県営の水路改修事業の更なる進捗に向けた国・県への要 

望活動の強化 

（３）多面的機能支払交付金の予算拡大に向けた国への要望活動の強 

   化 

（４）農業用施設の改良・改修に係る受益者負担の軽減に向けた支援 
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４ 有害鳥獣被害防止対策の強化について 

有害鳥獣による農業被害に関しては、佐賀市鳥獣害対策協議会等によ

る計画的な被害防止対策が講じられているが、中山間地域におけるイノ

シシなどによる獣害に加え、市内全域でのカラスやカモなどの鳥害も後

を絶たない。 

このような有害鳥獣による農作物への被害は、営農意欲の低下を招き、

その結果、遊休農地増加の一因となっている。 

このため、今後もさらに、有害鳥獣による農作物への被害を防止する

必要がある。 

以上のことから、次の取組み等の強化をお願いする。 

 

（１）有害鳥獣による農作物への被害防止に向けた取組みの強化 

（２）鳥獣被害防止対策事業におけるワイヤーメッシュと電気牧柵の 

併用設置に向けた国・県への要望活動の強化 

 

５ 活力にあふれた農山村の形成について 

市内の農山村においては、農業の担い手不足、遊休農地や鳥獣被害と

いった課題が年々深刻さを増している。 

こうした中、近年、特に中山間地域については、都市部の住民を中心

に、付加価値の高い農産物や特色ある観光資源等へのニーズが増加傾向

にあるため、中山間地域の振興については、今後も引き続き次の活動の

強化等をお願いする。 

 

（１）中山間地域等直接支払交付金の維持・拡充に向けた国への要望 

活動の強化 

 （２）中山間地域の特色を活かした多様な振興策の推進 

 （３）直売所や旅館、レストラン等での地元農産物の活用の促進 


